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事業タイプ

経費区分

フリーター、ニート、学生など求職中の若者に対し、就職
相談や就活応援セミナーを開催する。また、県内の就労関
係機関と連携して各種出前相談会を開催する。
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指標名 単位 年度 H22（2010） H23（2011） H24（2012） H25（2013） H26（2014）

就職支援事業就職支援事業就職支援事業就職支援事業

開始年度 2007 終了年度 9999

目的 厳しい就業環境に直面しているフリーター、ニート、学生など求職中の若者に対し、希望する雇用に繫がるよう支援を行う。
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事業名

部署名 商工政策課

フリーター、ニート、学生など求職中の若者に対し、就職相談や就活応援セミナーを開催する。就職に繋がるための個人のレ
ベルアップを図るだけでなく、社会人としての自覚を芽生えさせる指導を行う。また、県内の就労関係機関と連携して各種出
前相談会を実施する。
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2261
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活動指標

市直営現在

指標名 単位 年度 H22（2010） H23（2011） H24（2012） H25（2013） H26（2014）

成果指標

一般会計

単独事業
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基本施策
体系

重点施策
体系

就職応援セミナー・就職相談開催数（～H２３)
就職支援セミナー開催数（H24～・市民主役）

目標値 30303030 30303030 ８８８８ ８８８８ ８８８８回

実績値 45454545 34343434

就職応援事業への参加者数 人 目標値 580580580580 610610610610 640640640640 670670670670 700700700700

計算
根拠

毎年３０人増加

実績値 386386386386 164164164164

達成率
（％）

66.666.666.666.6 26.926.926.926.9

実数値

ランク CCCC ＣＣＣＣ

活力ある産業と賑わいのあ
るまちづくり

働きやすい環境を充実する労働

基本目標 属性 基本施策

雇用機会の拡充

実施施策

1061

「人の増えるまち」づくり 雇用環境若者が活躍し、定住しやすい環境の
充実

重点施策 分類（大） 分類（小）

823

H23事業名 就職支援事業 2261
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【廃止可能性】
　ある場合、当該事業の廃
　止は可能ですか。

【競合】
　国、県、または民間のサー
　ビスと競合している事業は
　ないですか。

【ニーズ】
　住民等のニーズは十分に
　ありますか。

就職を支援することは市民のニーズに十分適っている。根
拠

事業名

主体

必
要

性

【行政関与】
　行政が実施すべき事業で
　すか。

就職支援事業は労働行政の根幹である。根
拠

根
拠

有
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性
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【コスト削減】
　今以上に、コストを削減す
　る余地はありますか。

【財源確保】
　今以上に、財源を確保す
　る方法はありますか。

【成果向上】
　今以上に、成果を向上させる
余地はありますか。

ある

はい

ない

なし

ある

ある

【統廃合可能性】
　ある場合、当該事業の統
　廃合は可能ですか。

【類似重複】
　本市の事務事業の中で、
　目的や概要が類似する事
　務事業はないですか。

事業名

所管課

根
拠

ない

関係機関との連携事業となるならば、コスト削減の可能性はある。根
拠

国や県の補助金で財源を確保するものはない。

根
拠

就業の関係機関が今以上の積極性を持つならば、若干の向上は期待できる。
根

拠

市民主役事業としてフリーター、ニート、学生など求
職中の若者に対し、就活応援セミナーを開催する。ま
た、行政としては県内の就労関係機関と連携して各種
出前相談会を実施する。
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【平成25年度　方向性】

市民主役事業としてフリーター、ニート、学生など求
職中の若者に対し、就活応援セミナーを開催する。ま
た、行政としては県内の就労関係機関と連携して各種
出前相談会を実施する。

平
成
2
5
年

度
計

画

【平成24年度　方向性】 維持

取組選択
年度

実施状況

H22（2010） H23（2011） H25（2013）H24（2012） H26（2014）
可能 可能－

－ 未実施 実施

可能

【H25提案型市民主役オープン事業実施】 可能 〈不可能選択理由〉

H23事業名 就職支援事業 2261
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